
様式第２号（第５条関係・全体評価） 

 

             環境配慮推進状況評価表（事業種類別）  

 

部 局 名： 環境部           

事業種名： 公園・緑地の整備        

 

１  取組の概要 

（１）自然公園内の施設の整備・改修にあたっては、工法や資材選定を工夫するなど、

周辺の自然環境に対する負荷をできるだけ少なくする配慮をしている。 

（２）施設の維持管理にあたっては、樹林地・湿地・水辺環境などの多様性の確保に

努め、必要に応じて、ボランティア団体や地元住民と協働で維持管理を行ってい

る。 

（３）自然学習施設の管理運営に指定管理者制度を導入し、指定管理者の持つ専門的

なノウハウを活用しながら、自然保護思想の普及啓発に努めている。 

 

２  主な成果 

（１）自然学習センター・北本自然観察公園やさいたま緑の森博物館では、ボランテ

ィアや地元団体と協働し、園路補修や下草刈りなどの園地管理作業を行うことが

できた。 

（２）自然学習センターでは、一般県民を対象として、定例自然観察会、しぜん工作

教室及び環境かみしばい等を開催し、自然について学習し、理解を深めてもらう

場の提供を積極的に行った。 

（３）狭山丘陵いきものふれあいの里センターでは、小中学校の環境学習への支援として、

各学校の依頼を受け、環境学習プログラムの提供や職員派遣を実施した。 

 

３  今後の方針 

（１）施設の整備、改修にあたっては防腐対策や湿地の保全など、周辺の自然環境に

対する負荷をで  きるだけ少なくする工法を用いるなど配慮していくともに、

樹林地や、湿地の維持管理に際して  はボランティア団体や地元住民との協働

をさらに進めていく。 

（２）指定管理者の専門的なノウハウを活用し、自然学習施設における自然観察会や

自然体験講座の  充実を図り、自然保護思想の普及啓発を推進する。 

 

４ 課 題 

    特になし 

 

５  事業一覧 

    別表－２のとおり 



別表－２ 個別評価事業一覧 

 事業年度：平成 30 年度 

 部局名 ：環境部 

 事業種名：公園、緑地の整備 
 

番号 事業名 
配慮事項 

・段階 

該当 

チェック数 

実施 

チェック数 

環境配慮 

実施率 
総合評価 

1 
自然学習センタ－・北本自然観察公園管理

運営 
管理段階 20 20 100%  5 

2 狭山丘陵いきものふれあいの里管理運営 管理段階 18 18 100%  5 

3 さいたま緑の森博物館管理運営 管理段階 21 21 100%  5 

  合計   59 59     

 



様式第１号（第５条関係・個別評価） 

 

環境配慮推進状況評価表（事業別） 

 

部局名 環境部            課・所・室名 みどり自然課          

 

事業の種類 公園、緑地の整備 事 業 名 自然学習センター・北本自然観察公園管

理運営 

事業の規模 北本自然観察公園 ２７．１ha 実施場所 自然学習センター・北本自然観察公園 

計 画 期 間  段 階 管理段階 

事業の概要：自然学習センターと北本自然観察公園と一体的な利用を図りながら、自然とのふれあいや学習

の場として活用する。 

 平成18年度から指定管理者による管理・運営が行われている。 

 平成30年度の主な事業実績 

 ○イベント実施回数/参加人数 

 ・定例自然かんさつ会   116回/2,079人 ・自然観察オリエンテーリング  5回/1,353人 

 ・しぜん工作教室      58回/  793人 ・自然に親しむイベントデー   8回/1,794人 

 ・環境かみしばい      46回/  392人 

 

 ○団体対応            190団体/7,488人 

 

※別表－１を添付する。 

 

総合評価 ５ 

 

【記入方法】 

   評価基準に基づき評価を行った総合評価を記入する。 

 

 特に配慮した事項 

 一般県民を対象として、定例自然観察会、しぜん工作教室及び環境かみしばい等を開催し、自然について学

習し、理解を深めてもらう場の提供を積極的に行った。 

 平成30年度は、園児・児童に対する環境教育プログラムの提供、教員向け環境教育研修の年次研修等の勧誘

に努め、教育委員会初任者研修（教育研修）等指導的役割を担う人材育成を実施した 

 その他、ボランティアの協力を得て、森林整備や園路補修、希少種のための草地管理などを実施した。 

 

 配慮できなかった事項及び理由、又は今後の事業にあたっての配慮すべき事項 

 

 

 

 

【記入方法】 

１ 「特に配慮した事項」欄は、事業実施に当たって、特に配慮した事項とその内容について記入する。 

なお、総合評価が４以上の事業にあっては、その評価に値する措置の内容について、必ず記入する。 

２ 「配慮できなかった事項及び理由、又は今後の事業にあたっての配慮すべき事項」欄は、事業実施に

当たって、特に配慮できなかった事項及びその理由や配慮すべき事項について記入する。 

なお、総合評価が２以下の事業にあっては、配慮が欠けることとなった理由等について、必ず記入す

る。 

総合評価が３以上の事業についても、今後の事業にあたっての配慮すべき事項について、記入する。 
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別表－１   ４ 公園、緑地の整備に関する環境配慮方針 

事業名 自然学習センタ－・北本自然観察公園管理運営 

                                              

 

基本方向１ 

環境への負荷の少ない地域社会の実現 

 

地域別 配慮時期 チェック 

山
地
地
域 

丘
陵
・
台
地
地
域 

低
地
地
域 

市
街
地
地
域 

企
画
・
構
想
段
階 

調
査
・
計
画
段
階 

設
計
・
施
工
段
階 

管
理
段
階 

該
当 

実
施 

基本的配慮事項１ 

 公園、緑地の緑が持つ二酸化炭素の吸収や大気浄化、都市気象の緩和などの環境保全機能に留意し、環境へ

の負荷の低減に努める。 

個
別
事
項 

① 緑地率の向上を推進する施設計画に努める。 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○    

② 地域の環境改善のための多様な緑の創造に努める。 ○ ○ ○ ○  ○ ○ ○ ✓ ✓ 

③ 省エネルギー、省資源型のシステム・機器の採用を図る。   ○ ○ ○ ○  ○ ○    

④ 新エネルギー（ソーラー・風力等）の採用に努める。 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○    

⑤ 緑地の効果評価システムや地球環境保全効果の調査・研究を促進

する。 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑥ 自然エネルギー利用技術の調査・研究を促進する。 ○ ○ ○ ○ ○ ○     

基本的配慮事項２ 

 公園、緑地の緑が持つ水循環の機能に留意し、環境への負荷の低減に努める。 

個
別
事
項 

① 土壌の流出抑制・保水性の向上を図る。 ○ ○ ○ ○  ○ ○    

② 雨水の流出抑制・貯溜・浸透・循環利用を促進する。 ○ ○ ○ ○  ○ ○    

③ 汚水・雑排水の土壌浄化システムの採用に努める。 ○ ○    ○ ○    

④ 水循環利用システム・利用技術の調査・研究を促進する。 ○ ○ ○ ○ ○ ○     

基本的配慮事項３ 

 公園、緑地の緑が持つ環境保全機能に留意し、騒音・振動の緩和やリサイクルを促進し、環境への負荷の低

減に努める。 

個
別
事
項 

① 環境対策型建設機械を採用する。 ○ ○ ○ ○   ○ ○ ✓ ✓ 

② 工事施工中の粉じん対策を図る。 ○ ○ ○ ○   ○ ○ ‐ ‐ 

③ 建設発生土の発生抑制・区域内処理を促進するとともに、建設発

生土を活用した公園づくりを検討する。 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

 

 

○ 

 

○ 

 

 

 

 

 

 

 

④ 建設廃材の削減、リサイクル素材・資材の利用を促進する。 ○ ○ ○ ○   ○ ○ ✓ ✓ 

⑤ 公園内の発生ゴミの抑制対策・分別処理を促進する。 ○ ○ ○ ○    ○ ✓ ✓ 

⑥ 施設の適正管理・耐久性向上を促進する。 ○ ○ ○ ○    ○ ✓ ✓ 

⑦ 落葉等によるコンポスト化等のリサイクルを促進する。 ○ ○ ○ ○    ○ ✓ ✓ 

⑧ 資材等の選定に当たっては、耐久性が高く、再資源化しやすいも

の、環境負荷の少ないもの、再生品などを優先的に使用するよう努

める。 

○ 

 

 

○ 

 

 

○ 

 

 

○ 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 

 

 

○ 

 

 

✓ 

 

 

✓ 
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基本方向２ 

恵み豊かでうるおいのある環境の確保 

 

地域別 配慮時期 チェック 

山
地
地
域 

丘
陵
・
台
地
地
域 

低
地
地
域 

市
街
地
地
域 

企
画
・
構
想
段
階 

調
査
・
計
画
段
階 

設
計
・
施
工
段
階 

管
理
段
階 

該
当 

実
施 

基本的配慮事項１ 

 緑地や水辺など自然的要素の多い空間の創造に努める。 

個
別
事
項 

① まとまりや連続性のある緑地の保全・確保に努める。 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ✓ ✓ 

② 源流域や良好な湿地等の生物生息空間の保全・確保に努める。 ○ ○ ○ ○  ○ ○ ○ ✓ ✓ 

③ 樹林地・湿地・水辺環境の創造など多様性の確保に努める。 ○ ○ ○ ○  ○ ○ ○ ✓ ✓ 

④ 緑化に当たっては、地域の環境に配慮した在来種の採用を促進す

る。 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

 

 

○ 

 

○ 

 

 

 

 

 

 

 

⑤ 湿地・湧水地の調査・研究及び保全対策を促進する。 ○ ○ ○ ○ ○ ○     

基本的配慮事項２ 

 自然環境はもとより、歴史的文化的遺産など、計画地が有している環境資源に配慮し、それらの環境資源の

保全・活用を図る。 

個
別
事
項 

① 既存の地形・植生・景観等、地域環境特性を生かした整備を図

る。 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

 

 

○ 

 

○ 

 

 

 

 

 

 

 

② 現況地形に配慮した施設の整備を図る。 ○ ○ ○ ○  ○ ○    

③ 表土の保全と活用を図る。 ○ ○ ○ ○  ○ ○ ○ ✓ ✓ 

④ 県や市町村が策定した各種計画に基づき、自然環境に配慮した計

画を策定する。 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

‐ 

 

‐ 

 

⑤ 計画策定に当たっては、環境影響に関する調査（地形・地質・動

植物・景観等）を実施する。 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

 

 

○ 

 

 

 

○ 

 

‐ 

 

‐ 

 

⑥ 事業終了後も必要に応じて適切な時期にモニタリング調査を実施

する。 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

 

 

 

 

 

 

○ 

 

‐ 

 

‐ 

 

⑦ 適切な維持管理手法の調査・研究を促進する。 ○ ○ ○ ○    ○ ✓ ✓ 

⑧ 文化財指定区域については保存に努めるとともに、埋蔵文化財包

蔵地においては保存の検討や記録の保存に努める。 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

 

 

 

 

 

 

基本的配慮事項３ 

 オープンスペースの確保や良好な都市景観の創造に寄与する。 

個
別
事
項 

① 土地利用や住民の利用動向に応じた緑地の確保を促進する。 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○    

② 屋根、壁面、法面、人工地盤等の緑化を促進する。  ○ ○ ○  ○ ○    

③ 周辺の景観に調和するデザインの導入や、自然素材・地場産材の

利用を促進する。 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

 

 

○ 

 

○ 

 

 

 

 

 

 

 

④ 緑化に当たっては、気象や土壌条件、地域の特性を考慮し在来の

植生を中心とした景観の創造を促進する。 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

 

 

○ 

 

○ 

 

 

 

 

 

 

 

⑤ 総合的な緑地の保全・創造・確保手法の調査・研究を推進する。 ○ ○ ○ ○ ○ ○     

  



4-3 

 

基本方向２ 

恵み豊かでうるおいのある環境の確保 

 

地域別 配慮時期 チェック 

山
地
地
域 

丘
陵
・
台
地
地
域 

低
地
地
域 

市
街
地
地
域 

企
画
・
構
想
段
階 

調
査
・
計
画
段
階 

設
計
・
施
工
段
階 

管
理
段
階 

該
当 

実
施 

基本的配慮事項４ 

 野生生物の生息・生育に配慮した公園の整備に努める。 

個
別
事
項 

① 農薬の適正利用と使用削減を図る。 ○ ○ ○ ○   ○ ○ ‐ ‐ 

② 照明施設利用時における動植物への生息環境に配慮する。 ○ ○ ○ ○    ○ ‐ ‐ 

③ アーバンエコロジーパークの整備及びサンクチュアリーの確保を

促進する。 

 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

 

 

 

 

 

 

④ 環境教育に配慮した公園緑地の整備を促進する。 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ✓ ✓ 

⑤ さいたまレッドデータブックに基づき希少野生生物の生息・生育

状況を把握し、その保護を図る。 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

✓ 

 

✓ 

 

⑥ 樹林地や湿地等の管理段階においては、野生動植物等の生息環境

の保全に配慮する。 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

 

 

 

 

 

 

○ 

 

✓ 

 

✓ 

 

⑦ ビオトープ及びミティゲーションなどの事業を促進する。 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ✓ ✓ 

⑧ ビオトープネットワーク計画を促進する。 ○ ○ ○ ○ ○ ○     

⑨ 希少野生動植物及び生態系等の環境調査・研究を促進する。 ○ ○ ○  ○ ○     

⑩ 工事の施工時期の選定に当たっては、野生生物への影響に配慮す

る。 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

 

 

 

 

○ 

 

 

 

 

 

 

 

⑪ 植栽や魚の放流等においては、野生生物への影響に配慮する。 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ‐ ‐ 

 

 

 

基本方向３ 

県民等の自主的取組の促進 

 

地域別 配慮時期 チェック 

山
地
地
域 

丘
陵
・
台
地
地
域 

低
地
地
域 

市
街
地
地
域 

企
画
・
構
想
段
階 

調
査
・
計
画
段
階 

設
計
・
施
工
段
階 

管
理
段
階 

該
当 

実
施 

基本的配慮事項１ 

 自然保護や自然観察についての学習機会の場としての活用を図り、県民等の自主的取組の推進に配慮する。 

個
別
事
項 

① 地域の環境活動や指導者の育成に対応するため、観察会や体験学

習などの各種講習会の開催を促進する。 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

 

 

○ 

 

○ 

 

 

 

○ 

 

✓ 

 

✓ 

 

② 学校教育の一環として、公園、緑地を環境教育のフィールドとし

て活用するなど、関係部局との連携の強化を図る。 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

 

 

 

 

 

 

○ 

 

✓ 

 

✓ 

 

③ 住民共同緑化の支援を推進する。  ○ ○ ○    ○ ‐ ‐ 

④ さいたま緑のトラスト運動を推進する。  ○ ○ ○    ○ ‐ ‐ 

⑤ 周辺の自然と調和した市民農園の普及を促進する。    ○ ○ ○ ○ ○ ‐ ‐ 

⑥ 公園、緑地等の環境保全及び管理に取り組む県民等のボランティ

ア活動等を支援する。 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

✓ 

 

✓ 
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基本方向３ 

県民等の自主的取組の促進 

 

地域別 配慮時期 チェック 

山
地
地
域 

丘
陵
・
台
地
地
域 

低
地
地
域 

市
街
地
地
域 

企
画
・
構
想
段
階 

調
査
・
計
画
段
階 

設
計
・
施
工
段
階 

管
理
段
階 

該
当 

実
施 

基本的配慮事項２ 

 事業内容やそれに係る環境の状況、環境の保全と創造に関する施策などの情報を県民等に適切に提供するよ

う努める。 

個
別
事
項 

① 自然観察や花便りなど緑の情報、各種行事の情報提供を促進す

る。 

○ ○ ○ ○    ○ ✓ ✓ 

② 公園内防災機能の強化と適切な避難地情報の提供を促進する。    ○ ○ ○ ○ ○ ‐ ‐ 

③ 情報提供のネットワーク化に努める。 ○ ○ ○ ○   ○    

④ 適切な情報提供のためのパンフレットの更新を図る。 ○ ○ ○ ○   ○    

 実施率 

(ｂ/ａ(%)) 

合計 

(a) 

合計

(b) 

100％ 20 20 

 

 

【記入方法】 

１ 該当欄は、該当する項目に✔印をつけ、✔の合計数を記入(ａ)する。 

２ 実施欄は、実施した(実施を決定した)事項に✔印をつけ、✔の合計数を記入(ｂ)する。 

 

 

総合評価 ５ 

 

【評価基準】 

５：実施率が９０％以上で、かつ、技術・社会動向からみて最大限の措置を講じている。 

４：実施率が８０％以上で、かつ、基準５には及ばないが一定レベルの措置を講じている。 

３：実施率が、７０％以上である。 

２：実施率が、５０％以上７０％未満である。 

１：実施率が、５０％未満である。 

※ 総合評価が４以上の事業にあっては、様式第１号の「特に配慮した事項」欄に、その評価に値する措置の内容

 について、必ず記入する。 

なお、総合評価が２以下の事業にあっては、様式第１号の「配慮できなかった事項及び理由、又は今後の事業

 にあたっての配慮すべき事項」欄に、配慮が欠けることとなった理由等について、必ず記入する。総合評価が３

 以上の事業についても、同欄に、今後の事業にあたっての配慮すべき事項について、記入する。 

 



様式第１号（第５条関係・個別評価） 

 

環境配慮推進状況評価表（事業別） 

 

部局名    環境部       課・所・室名    みどり自然課      

 

事業の種類 公園、緑地の整備 事 業 名 狭山丘陵いきものふれあいの里管理運営 

事業の規模 狭山丘陵いきものふれあいの里 

40.7ha 

実施場所 いきものふれあいの里 

（県立狭山自然公園内） 

計 画 期 間  段 階 管理段階 

事業の概要： 

県立狭山自然公園の利用の拠点としていきものふれあいの里事業を展開 

 平成１８年度からは指定管理者による管理、運営が行われている。 

 平成３０年度 狭山丘陵いきものふれあいの里センター利用者３０，６１３人 

  平成３０年度の主な事業実績 

   自然観察会     ８回    １４０人 

   里山体験講座    ７回    １４４人 

   団体解説対応等 １９３回 １６，６０７人 

※別表－１を添付する。 

 

総合評価 ５ 

 

【記入方法】 

   評価基準に基づき評価を行った総合評価を記入する。 

 

 特に配慮した事項 

①里山の暮らしや年中行事等の地域の文化・習俗を体験する講座の開催 

 里山の文化・習俗を学び実践することを目的に、地元講師を招き体験講座を実施した。【７回 １４４人】 

②教育機関等の環境学習への支援 

 小・中学校からの依頼を受け、環境学習プログラムの提供や職員派遣を実施した。 

 【３６団体 ３，４１９人】 

③地域企業との連携 

 狭山丘陵の自然を知っていただくため、地域企業と連携しウォーキングイベントを実施した。 

 【２回 １，３６０人】 

 配慮できなかった事項及び理由、又は今後の事業にあたっての配慮すべき事項 

 

 

 

 

 

 

【記入方法】 

１ 「特に配慮した事項」欄は、事業実施に当たって、特に配慮した事項とその内容について記入する。 

なお、総合評価が４以上の事業にあっては、その評価に値する措置の内容について、必ず記入する。 

２ 「配慮できなかった事項及び理由、又は今後の事業にあたっての配慮すべき事項」欄は、事業実施に

当たって、特に配慮できなかった事項及びその理由や配慮すべき事項について記入する。 

なお、総合評価が２以下の事業にあっては、配慮が欠けることとなった理由等について、必ず記入す

る。 

総合評価が３以上の事業についても、今後の事業にあたっての配慮すべき事項について、記入する。 
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別表－１   ４ 公園、緑地の整備に関する環境配慮方針 

事業名 狭山丘陵いきものふれあいの里 管理運営 

                                              

 

基本方向１ 

環境への負荷の少ない地域社会の実現 

 

地域別 配慮時期 チェック 

山
地
地
域 

丘
陵
・
台
地
地
域 

低
地
地
域 

市
街
地
地
域 

企
画
・
構
想
段
階 

調
査
・
計
画
段
階 

設
計
・
施
工
段
階 

管
理
段
階 

該
当 

実
施 

基本的配慮事項１ 

 公園、緑地の緑が持つ二酸化炭素の吸収や大気浄化、都市気象の緩和などの環境保全機能に留意し、環境へ

の負荷の低減に努める。 

個
別
事
項 

① 緑地率の向上を推進する施設計画に努める。 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○    

② 地域の環境改善のための多様な緑の創造に努める。 ○ ○ ○ ○  ○ ○ ○   

③ 省エネルギー、省資源型のシステム・機器の採用を図る。   ○ ○ ○ ○  ○ ○    

④ 新エネルギー（ソーラー・風力等）の採用に努める。 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○    

⑤ 緑地の効果評価システムや地球環境保全効果の調査・研究を促進

する。 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑥ 自然エネルギー利用技術の調査・研究を促進する。 ○ ○ ○ ○ ○ ○     

基本的配慮事項２ 

 公園、緑地の緑が持つ水循環の機能に留意し、環境への負荷の低減に努める。 

個
別
事
項 

① 土壌の流出抑制・保水性の向上を図る。 ○ ○ ○ ○  ○ ○    

② 雨水の流出抑制・貯溜・浸透・循環利用を促進する。 ○ ○ ○ ○  ○ ○    

③ 汚水・雑排水の土壌浄化システムの採用に努める。 ○ ○    ○ ○    

④ 水循環利用システム・利用技術の調査・研究を促進する。 ○ ○ ○ ○ ○ ○     

基本的配慮事項３ 

 公園、緑地の緑が持つ環境保全機能に留意し、騒音・振動の緩和やリサイクルを促進し、環境への負荷の低

減に努める。 

個
別
事
項 

① 環境対策型建設機械を採用する。 ○ ○ ○ ○   ○ ○ － － 

② 工事施工中の粉じん対策を図る。 ○ ○ ○ ○   ○ ○ － － 

③ 建設発生土の発生抑制・区域内処理を促進するとともに、建設発

生土を活用した公園づくりを検討する。 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

 

 

○ 

 

○ 

 

 

 

 

 

 

 

④ 建設廃材の削減、リサイクル素材・資材の利用を促進する。 ○ ○ ○ ○   ○ ○ － － 

⑤ 公園内の発生ゴミの抑制対策・分別処理を促進する。 ○ ○ ○ ○    ○   

⑥ 施設の適正管理・耐久性向上を促進する。 ○ ○ ○ ○    ○   
⑦ 落葉等によるコンポスト化等のリサイクルを促進する。 ○ ○ ○ ○    ○   

⑧ 資材等の選定に当たっては、耐久性が高く、再資源化しやすいも

の、環境負荷の少ないもの、再生品などを優先的に使用するよう努

める。 

○ 

 

 

○ 

 

 

○ 

 

 

○ 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 

 

 

○ 

 

 

 
 

 

 
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基本方向２ 

恵み豊かでうるおいのある環境の確保 

 

地域別 配慮時期 チェック 

山
地
地
域 

丘
陵
・
台
地
地
域 

低
地
地
域 

市
街
地
地
域 

企
画
・
構
想
段
階 

調
査
・
計
画
段
階 

設
計
・
施
工
段
階 

管
理
段
階 

該
当 

実
施 

基本的配慮事項１ 

 緑地や水辺など自然的要素の多い空間の創造に努める。 

個
別
事
項 

① まとまりや連続性のある緑地の保全・確保に努める。 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○   

② 源流域や良好な湿地等の生物生息空間の保全・確保に努める。 ○ ○ ○ ○  ○ ○ ○   

③ 樹林地・湿地・水辺環境の創造など多様性の確保に努める。 ○ ○ ○ ○  ○ ○ ○   

④ 緑化に当たっては、地域の環境に配慮した在来種の採用を促進す

る。 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

 

 

○ 

 

○ 

 

 

 

 

 

 

 

⑤ 湿地・湧水地の調査・研究及び保全対策を促進する。 ○ ○ ○ ○ ○ ○     

基本的配慮事項２ 

 自然環境はもとより、歴史的文化的遺産など、計画地が有している環境資源に配慮し、それらの環境資源の

保全・活用を図る。 

個
別
事
項 

① 既存の地形・植生・景観等、地域環境特性を生かした整備を図

る。 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

 

 

○ 

 

○ 

 

 

 

 

 

 

 

② 現況地形に配慮した施設の整備を図る。 ○ ○ ○ ○  ○ ○    

③ 表土の保全と活用を図る。 ○ ○ ○ ○  ○ ○ ○ － － 

④ 県や市町村が策定した各種計画に基づき、自然環境に配慮した計

画を策定する。 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

－ 

 

－ 

 

⑤ 計画策定に当たっては、環境影響に関する調査（地形・地質・動

植物・景観等）を実施する。 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

 

 

○ 

 

 

 

○ 

 

－ 

 

－ 

 

⑥ 事業終了後も必要に応じて適切な時期にモニタリング調査を実施

する。 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

 

 

 

 

 

 

○ 

 

－ 

 

－ 

 

⑦ 適切な維持管理手法の調査・研究を促進する。 ○ ○ ○ ○    ○   

⑧ 文化財指定区域については保存に努めるとともに、埋蔵文化財包

蔵地においては保存の検討や記録の保存に努める。 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

 

 

 

 

 

 

基本的配慮事項３ 

 オープンスペースの確保や良好な都市景観の創造に寄与する。 

個
別
事
項 

① 土地利用や住民の利用動向に応じた緑地の確保を促進する。 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○    

② 屋根、壁面、法面、人工地盤等の緑化を促進する。  ○ ○ ○  ○ ○    

③ 周辺の景観に調和するデザインの導入や、自然素材・地場産材の

利用を促進する。 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

 

 

○ 

 

○ 

 

 

 

 

 

 

 

④ 緑化に当たっては、気象や土壌条件、地域の特性を考慮し在来の

植生を中心とした景観の創造を促進する。 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

 

 

○ 

 

○ 

 

 

 

 

 

 

 

⑤ 総合的な緑地の保全・創造・確保手法の調査・研究を推進する。 ○ ○ ○ ○ ○ ○     
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基本方向２ 

恵み豊かでうるおいのある環境の確保 

 

地域別 配慮時期 チェック 

山
地
地
域 

丘
陵
・
台
地
地
域 

低
地
地
域 

市
街
地
地
域 

企
画
・
構
想
段
階 

調
査
・
計
画
段
階 

設
計
・
施
工
段
階 

管
理
段
階 

該
当 

実
施 

基本的配慮事項４ 

 野生生物の生息・生育に配慮した公園の整備に努める。 

個
別
事
項 

① 農薬の適正利用と使用削減を図る。 ○ ○ ○ ○   ○ ○ － － 

② 照明施設利用時における動植物への生息環境に配慮する。 ○ ○ ○ ○    ○ － － 

③ アーバンエコロジーパークの整備及びサンクチュアリーの確保を

促進する。 

 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

 

 

 

 

 

 

④ 環境教育に配慮した公園緑地の整備を促進する。 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○   
⑤ さいたまレッドデータブックに基づき希少野生生物の生息・生育

状況を把握し、その保護を図る。 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

 
 

 
 

⑥ 樹林地や湿地等の管理段階においては、野生動植物等の生息環境

の保全に配慮する。 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

 

 

 

 

 

 

○ 

 

 
 

 
 

⑦ ビオトープ及びミティゲーションなどの事業を促進する。 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○   

⑧ ビオトープネットワーク計画を促進する。 ○ ○ ○ ○ ○ ○     

⑨ 希少野生動植物及び生態系等の環境調査・研究を促進する。 ○ ○ ○  ○ ○     

⑩ 工事の施工時期の選定に当たっては、野生生物への影響に配慮す

る。 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

 

 

 

 

○ 

 

 

 

 

 

 

 

⑪ 植栽や魚の放流等においては、野生生物への影響に配慮する。 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － － 

 

 

 

基本方向３ 

県民等の自主的取組の促進 

 

地域別 配慮時期 チェック 

山
地
地
域 

丘
陵
・
台
地
地
域 

低
地
地
域 

市
街
地
地
域 

企
画
・
構
想
段
階 

調
査
・
計
画
段
階 

設
計
・
施
工
段
階 

管
理
段
階 

該
当 

実
施 

基本的配慮事項１ 

 自然保護や自然観察についての学習機会の場としての活用を図り、県民等の自主的取組の推進に配慮する。 

個
別
事
項 

① 地域の環境活動や指導者の育成に対応するため、観察会や体験学

習などの各種講習会の開催を促進する。 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

 

 

○ 

 

○ 

 

 

 

○ 

 

 
 

 
 

② 学校教育の一環として、公園、緑地を環境教育のフィールドとし

て活用するなど、関係部局との連携の強化を図る。 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

 

 

 

 

 

 

○ 

 

 
 

 
 

③ 住民共同緑化の支援を推進する。  ○ ○ ○    ○   

④ さいたま緑のトラスト運動を推進する。  ○ ○ ○    ○ － － 

⑤ 周辺の自然と調和した市民農園の普及を促進する。    ○ ○ ○ ○ ○ － － 

⑥ 公園、緑地等の環境保全及び管理に取り組む県民等のボランティ

ア活動等を支援する。 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

 
 

 
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基本方向３ 

県民等の自主的取組の促進 

 

地域別 配慮時期 チェック 

山
地
地
域 

丘
陵
・
台
地
地
域 

低
地
地
域 

市
街
地
地
域 

企
画
・
構
想
段
階 

調
査
・
計
画
段
階 

設
計
・
施
工
段
階 

管
理
段
階 

該
当 

実
施 

基本的配慮事項２ 

 事業内容やそれに係る環境の状況、環境の保全と創造に関する施策などの情報を県民等に適切に提供するよ

う努める。 

個
別
事
項 

① 自然観察や花便りなど緑の情報、各種行事の情報提供を促進す

る。 

○ ○ ○ ○    ○   

② 公園内防災機能の強化と適切な避難地情報の提供を促進する。    ○ ○ ○ ○ ○ － － 

③ 情報提供のネットワーク化に努める。 ○ ○ ○ ○   ○    

④ 適切な情報提供のためのパンフレットの更新を図る。 ○ ○ ○ ○   ○    

 実施率 

(ｂ/ａ(%)) 

合計 

(a) 

合計

(b) 

100％ 18 18 

 

 

【記入方法】 

１ 該当欄は、該当する項目に✔印をつけ、✔の合計数を記入(ａ)する。 

２ 実施欄は、実施した(実施を決定した)事項に✔印をつけ、✔の合計数を記入(ｂ)する。 

 

 

総合評価 ５ 

 

【評価基準】 

５：実施率が９０％以上で、かつ、技術・社会動向からみて最大限の措置を講じている。 

４：実施率が８０％以上で、かつ、基準５には及ばないが一定レベルの措置を講じている。 

３：実施率が、７０％以上である。 

２：実施率が、５０％以上７０％未満である。 

１：実施率が、５０％未満である。 

※ 総合評価が４以上の事業にあっては、様式第１号の「特に配慮した事項」欄に、その評価に値する措置の内容

 について、必ず記入する。 

なお、総合評価が２以下の事業にあっては、様式第１号の「配慮できなかった事項及び理由、又は今後の事業

 にあたっての配慮すべき事項」欄に、配慮が欠けることとなった理由等について、必ず記入する。総合評価が３

 以上の事業についても、同欄に、今後の事業にあたっての配慮すべき事項について、記入する。 

 



様式第１号（第５条関係・個別評価） 

 

環境配慮推進状況評価表（事業別） 

 

部局名   環境部          課・所・室名  みどり自然課         

 

事業の種類 公園、緑地の整備 事 業 名 さいたま緑の森博物館管理運営 

事業の規模 さいたま緑の森博物館８５．５ha 実施場所 さいたま緑の森博物館 

（県立狭山自然公園内） 

計 画 期 間  段 階 管理段階 

事業の概要： 

狭山丘陵の自然を保全するとともに、自然とのふれあいの場として活用する。 

 平成１８年度からは、指定管理者による管理、運営が行われている。 

  平成３０年度の主な事業実績 

   自然観察会     ６回   ８１人   食育体験教室(稲作)   ７回  ２０６人 

   里山体験教室    ３回   ５０人   ボランティア養成講座  ３回   １１人 

   里山文化講座    ２回   ２３人   里山キャンプ      １回   １１人 

   里山ようちえん   ９回  １７２人   団体等受入   １０３団体 ２，９５２人 

※別表－１を添付する。 

 

総合評価 ５ 

 

【記入方法】 

   評価基準に基づき評価を行った総合評価を記入する。 

 

 特に配慮した事項 

 

 一般県民を対象として、食育体験教室や自然観察会などの開催や、当日参加型のガイドウォークを実施する

ことで、身近な自然にふれあえる場の提供を積極的に行った。また、２０代～４０代を対象とし、ハイキング

やネイチャークラフトを組み合わせた内容の「さとやま交流会」を実施し、自然ふれあいイベントへの参加機

会が少ない若年層に里山体験を提供した。 

平成３０年度は団体利用に関する周知に引き続き注力し、１０３団体、２，９５２人を対応した。小学校や

幼稚園・保育園による利用に際し、担当教員・保育士と事前に打ち合わせや下見を行い、それぞれの団体に合

わせたプログラムを実施した。 

また、ボランティア団体の協力を得て植物調査や樹林地管理の実施を行った。 

 

 配慮できなかった事項及び理由、又は今後の事業にあたっての配慮すべき事項 

 

 

 

 

【記入方法】 

１ 「特に配慮した事項」欄は、事業実施に当たって、特に配慮した事項とその内容について記入する。 

なお、総合評価が４以上の事業にあっては、その評価に値する措置の内容について、必ず記入する。 

２ 「配慮できなかった事項及び理由、又は今後の事業にあたっての配慮すべき事項」欄は、事業実施に

当たって、特に配慮できなかった事項及びその理由や配慮すべき事項について記入する。 

なお、総合評価が２以下の事業にあっては、配慮が欠けることとなった理由等について、必ず記入す

る。 

総合評価が３以上の事業についても、今後の事業にあたっての配慮すべき事項について、記入する。 
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別表－１   ４ 公園、緑地の整備に関する環境配慮方針 

事業名 さいたま緑の森博物館管理運営 

                                              

 

基本方向１ 

環境への負荷の少ない地域社会の実現 

 

地域別 配慮時期 チェック 

山
地
地
域 

丘
陵
・
台
地
地
域 

低
地
地
域 

市
街
地
地
域 

企
画
・
構
想
段
階 

調
査
・
計
画
段
階 

設
計
・
施
工
段
階 

管
理
段
階 

該
当 

実
施 

基本的配慮事項１ 

 公園、緑地の緑が持つ二酸化炭素の吸収や大気浄化、都市気象の緩和などの環境保全機能に留意し、環境へ

の負荷の低減に努める。 

個
別
事
項 

① 緑地率の向上を推進する施設計画に努める。 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○    

② 地域の環境改善のための多様な緑の創造に努める。 ○ ○ ○ ○  ○ ○ ○ ✓ ✓ 

③ 省エネルギー、省資源型のシステム・機器の採用を図る。   ○ ○ ○ ○  ○ ○    

④ 新エネルギー（ソーラー・風力等）の採用に努める。 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○    

⑤ 緑地の効果評価システムや地球環境保全効果の調査・研究を促進

する。 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑥ 自然エネルギー利用技術の調査・研究を促進する。 ○ ○ ○ ○ ○ ○     

基本的配慮事項２ 

 公園、緑地の緑が持つ水循環の機能に留意し、環境への負荷の低減に努める。 

個
別
事
項 

① 土壌の流出抑制・保水性の向上を図る。 ○ ○ ○ ○  ○ ○    

② 雨水の流出抑制・貯溜・浸透・循環利用を促進する。 ○ ○ ○ ○  ○ ○    

③ 汚水・雑排水の土壌浄化システムの採用に努める。 ○ ○    ○ ○    

④ 水循環利用システム・利用技術の調査・研究を促進する。 ○ ○ ○ ○ ○ ○     

基本的配慮事項３ 

 公園、緑地の緑が持つ環境保全機能に留意し、騒音・振動の緩和やリサイクルを促進し、環境への負荷の低

減に努める。 

個
別
事
項 

① 環境対策型建設機械を採用する。 ○ ○ ○ ○   ○ ○ ✓ ✓ 

② 工事施工中の粉じん対策を図る。 ○ ○ ○ ○   ○ ○ － － 

③ 建設発生土の発生抑制・区域内処理を促進するとともに、建設発

生土を活用した公園づくりを検討する。 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

 

 

○ 

 

○ 

 

 

 

 

 

 

 

④ 建設廃材の削減、リサイクル素材・資材の利用を促進する。 ○ ○ ○ ○   ○ ○ ✓ ✓ 

⑤ 公園内の発生ゴミの抑制対策・分別処理を促進する。 ○ ○ ○ ○    ○ ✓ ✓ 

⑥ 施設の適正管理・耐久性向上を促進する。 ○ ○ ○ ○    ○ ✓ ✓ 

⑦ 落葉等によるコンポスト化等のリサイクルを促進する。 ○ ○ ○ ○    ○ ✓ ✓ 

⑧ 資材等の選定に当たっては、耐久性が高く、再資源化しやすいも

の、環境負荷の少ないもの、再生品などを優先的に使用するよう努

める。 

○ 

 

 

○ 

 

 

○ 

 

 

○ 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 

 

 

○ 

 

 

✓ 

 

 

✓ 
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基本方向２ 

恵み豊かでうるおいのある環境の確保 

 

地域別 配慮時期 チェック 

山
地
地
域 

丘
陵
・
台
地
地
域 

低
地
地
域 

市
街
地
地
域 

企
画
・
構
想
段
階 

調
査
・
計
画
段
階 

設
計
・
施
工
段
階 

管
理
段
階 

該
当 

実
施 

基本的配慮事項１ 

 緑地や水辺など自然的要素の多い空間の創造に努める。 

個
別
事
項 

① まとまりや連続性のある緑地の保全・確保に努める。 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ✓ ✓ 

② 源流域や良好な湿地等の生物生息空間の保全・確保に努める。 ○ ○ ○ ○  ○ ○ ○ ✓ ✓ 

③ 樹林地・湿地・水辺環境の創造など多様性の確保に努める。 ○ ○ ○ ○  ○ ○ ○ ✓ ✓ 

④ 緑化に当たっては、地域の環境に配慮した在来種の採用を促進す

る。 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

 

 

○ 

 

○ 

 

 

 

 

 

 

 

⑤ 湿地・湧水地の調査・研究及び保全対策を促進する。 ○ ○ ○ ○ ○ ○     

基本的配慮事項２ 

 自然環境はもとより、歴史的文化的遺産など、計画地が有している環境資源に配慮し、それらの環境資源の

保全・活用を図る。 

個
別
事
項 

① 既存の地形・植生・景観等、地域環境特性を生かした整備を図

る。 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

 

 

○ 

 

○ 

 

 

 

 

 

 

 

② 現況地形に配慮した施設の整備を図る。 ○ ○ ○ ○  ○ ○    

③ 表土の保全と活用を図る。 ○ ○ ○ ○  ○ ○ ○ ✓ ✓ 

④ 県や市町村が策定した各種計画に基づき、自然環境に配慮した計

画を策定する。 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

－ 

 

－ 

 

⑤ 計画策定に当たっては、環境影響に関する調査（地形・地質・動

植物・景観等）を実施する。 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

 

 

○ 

 

 

 

○ 

 

－ 

 

－ 

 

⑥ 事業終了後も必要に応じて適切な時期にモニタリング調査を実施

する。 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

 

 

 

 

 

 

○ 

 

－ 

 

－ 

 

⑦ 適切な維持管理手法の調査・研究を促進する。 ○ ○ ○ ○    ○ ✓ ✓ 

⑧ 文化財指定区域については保存に努めるとともに、埋蔵文化財包

蔵地においては保存の検討や記録の保存に努める。 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

 

 

 

 

 

 

基本的配慮事項３ 

 オープンスペースの確保や良好な都市景観の創造に寄与する。 

個
別
事
項 

① 土地利用や住民の利用動向に応じた緑地の確保を促進する。 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○    

② 屋根、壁面、法面、人工地盤等の緑化を促進する。  ○ ○ ○  ○ ○    

③ 周辺の景観に調和するデザインの導入や、自然素材・地場産材の

利用を促進する。 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

 

 

○ 

 

○ 

 

 

 

 

 

 

 

④ 緑化に当たっては、気象や土壌条件、地域の特性を考慮し在来の

植生を中心とした景観の創造を促進する。 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

 

 

○ 

 

○ 

 

 

 

 

 

 

 

⑤ 総合的な緑地の保全・創造・確保手法の調査・研究を推進する。 ○ ○ ○ ○ ○ ○     
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基本方向２ 

恵み豊かでうるおいのある環境の確保 

 

地域別 配慮時期 チェック 

山
地
地
域 

丘
陵
・
台
地
地
域 

低
地
地
域 

市
街
地
地
域 

企
画
・
構
想
段
階 

調
査
・
計
画
段
階 

設
計
・
施
工
段
階 

管
理
段
階 

該
当 

実
施 

基本的配慮事項４ 

 野生生物の生息・生育に配慮した公園の整備に努める。 

個
別
事
項 

① 農薬の適正利用と使用削減を図る。 ○ ○ ○ ○   ○ ○ － － 

② 照明施設利用時における動植物への生息環境に配慮する。 ○ ○ ○ ○    ○ － － 

③ アーバンエコロジーパークの整備及びサンクチュアリーの確保を

促進する。 

 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

 

 

 

 

 

 

④ 環境教育に配慮した公園緑地の整備を促進する。 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ✓ ✓ 

⑤ さいたまレッドデータブックに基づき希少野生生物の生息・生育

状況を把握し、その保護を図る。 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

✓ 

 

✓ 

 

⑥ 樹林地や湿地等の管理段階においては、野生動植物等の生息環境

の保全に配慮する。 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

 

 

 

 

 

 

○ 

 

✓ 

 

✓ 

 

⑦ ビオトープ及びミティゲーションなどの事業を促進する。 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ✓ ✓ 

⑧ ビオトープネットワーク計画を促進する。 ○ ○ ○ ○ ○ ○     

⑨ 希少野生動植物及び生態系等の環境調査・研究を促進する。 ○ ○ ○  ○ ○     

⑩ 工事の施工時期の選定に当たっては、野生生物への影響に配慮す

る。 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

 

 

 

 

○ 

 

 

 

 

 

 

 

⑪ 植栽や魚の放流等においては、野生生物への影響に配慮する。 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － － 

 

 

 

基本方向３ 

県民等の自主的取組の促進 

 

地域別 配慮時期 チェック 

山
地
地
域 

丘
陵
・
台
地
地
域 

低
地
地
域 

市
街
地
地
域 

企
画
・
構
想
段
階 

調
査
・
計
画
段
階 

設
計
・
施
工
段
階 

管
理
段
階 

該
当 

実
施 

基本的配慮事項１ 

 自然保護や自然観察についての学習機会の場としての活用を図り、県民等の自主的取組の推進に配慮する。 

個
別
事
項 

① 地域の環境活動や指導者の育成に対応するため、観察会や体験学

習などの各種講習会の開催を促進する。 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

 

 

○ 

 

○ 

 

 

 

○ 

 

✓ 

 

✓ 

 

② 学校教育の一環として、公園、緑地を環境教育のフィールドとし

て活用するなど、関係部局との連携の強化を図る。 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

 

 

 

 

 

 

○ 

 

✓ 

 

✓ 

 

③ 住民共同緑化の支援を推進する。  ○ ○ ○    ○ ✓ ✓ 

④ さいたま緑のトラスト運動を推進する。  ○ ○ ○    ○ － － 

⑤ 周辺の自然と調和した市民農園の普及を促進する。    ○ ○ ○ ○ ○ － － 

⑥ 公園、緑地等の環境保全及び管理に取り組む県民等のボランティ

ア活動等を支援する。 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

✓ 

 

✓ 
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基本方向３ 

県民等の自主的取組の促進 

 

地域別 配慮時期 チェック 

山
地
地
域 

丘
陵
・
台
地
地
域 

低
地
地
域 

市
街
地
地
域 

企
画
・
構
想
段
階 

調
査
・
計
画
段
階 

設
計
・
施
工
段
階 

管
理
段
階 

該
当 

実
施 

基本的配慮事項２ 

 事業内容やそれに係る環境の状況、環境の保全と創造に関する施策などの情報を県民等に適切に提供するよ

う努める。 

個
別
事
項 

① 自然観察や花便りなど緑の情報、各種行事の情報提供を促進す

る。 

○ ○ ○ ○    ○ ✓ ✓ 

② 公園内防災機能の強化と適切な避難地情報の提供を促進する。    ○ ○ ○ ○ ○ － － 

③ 情報提供のネットワーク化に努める。 ○ ○ ○ ○   ○    

④ 適切な情報提供のためのパンフレットの更新を図る。 ○ ○ ○ ○   ○    

 実施率 

(ｂ/ａ(%)) 

合計 

(a) 

合計

(b) 

100％ 21 21 

 

 

【記入方法】 

１ 該当欄は、該当する項目に✔印をつけ、✔の合計数を記入(ａ)する。 

２ 実施欄は、実施した(実施を決定した)事項に✔印をつけ、✔の合計数を記入(ｂ)する。 

 

 

総合評価 ５ 

 

【評価基準】 

５：実施率が９０％以上で、かつ、技術・社会動向からみて最大限の措置を講じている。 

４：実施率が８０％以上で、かつ、基準５には及ばないが一定レベルの措置を講じている。 

３：実施率が、７０％以上である。 

２：実施率が、５０％以上７０％未満である。 

１：実施率が、５０％未満である。 

※ 総合評価が４以上の事業にあっては、様式第１号の「特に配慮した事項」欄に、その評価に値する措置の内容

 について、必ず記入する。 

なお、総合評価が２以下の事業にあっては、様式第１号の「配慮できなかった事項及び理由、又は今後の事業

 にあたっての配慮すべき事項」欄に、配慮が欠けることとなった理由等について、必ず記入する。総合評価が３

 以上の事業についても、同欄に、今後の事業にあたっての配慮すべき事項について、記入する。 

 


